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【本報告書をお読みいただくにあたっての留意事項】

■本報告書は、本編（本資料）、資料編と２部構成で作成している。本編のうち、以下の結果を資

料編に掲載している。

・…本編Ⅰ_２－２及びⅡ_２－２（作業部会１及び２のヒアリング調査結果）

・…本編Ⅲ_１及び２（市民後見人実態把握調査、法人後見実施団体に対する実態把握調査）

■本報告書（本編、資料編）では、以下の用語を用いる。

・「被後見人等」：成年被後見人・保佐人・補助人をいう。

・「後見人等」：法定後見制度における成年後見人・保佐人・補助人をいう。（任意後見人を除く）

■電子版の報告書では「第二期成年後見制度利用促進基本計画（令和4年 3月25日閣議決定）」

の記載内容に差し替えている。


